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り，大豆品種はその抵抗性によって6群に分けられるよ

うである．供託品種の多くは接種後第1複葉に葉泳透明

を起すのに春秋季で6～9日，夏季で4～6日を必要と

するが，黒川青史・黒大豆小粒・新1号・茶株食豆・通

州在来・白鳳・Elton・Harosoy及びLincoln・Yet等は

いずれも病徴発現が遅く，春秋季で11～15日を要し，興

農1号は更に長い潜伏後に病徴を発現した．このような

病徴発現の遅速は抵抗性の程度の相違を示すように思わ

れる．

以上の子苫接種の結果では供試全品種とも分離系統に

対して抵抗性の品種は一つもなかった．そして強病原性

系統は一部の地域だけに発生を認めているが種子交換が

激しい現在，保毒種子による伝搬・蔓延の可能性は充分

に考えられるので桂子の配布に特別の注意を要する．ま

た，東北地方の実態調査の結果，各県ともに試験場・研

究機閑の大豆圃場にウイルス病の発生が多く，さまざま

の病原ウイルスの分離される場合が多い点から，少なく

とも大豆原種圃および採種圃においては無病株からの採

種・種子の厳選，種子伝染株の早期抜坂り，アプラムシ

防除，抵抗性品種の探索・育成・普及等の防除対策が梼

ぜられなければならない．

黒ポク土壌における菜種の燐酸増施効果について

大沼　　彪・新開信一郎・青柳栄助

（山形県農試最上分場）

畑作物中冬作物として菜種はその栽培の容易さと安定

収量から栽培法も移植法より省力的な直描法に移行した

とはいえ，県内の作付面槙はやや増加の傾向にある．特

に最上地方の如き冬期間長く多雪地帯における冬作物と

して，最も適した作物といえる．しかも愚ポク土壌は最

上郡及び北村山郡の台地に広く分布しており，その畑面

掛は約7，000血と推定される．しかし黒ポク土壌は燐酸

吸収係数の極めて高い瘡薄土壌であり，不足がちな燐酸

の施用によって菜種の生育をさまたげ，減収の一要因と

もならている．従って菜種の収量の増加と良質を狙う意

味から燐酸の増施試験を昭和35年から検討して来たが安

定多収かつ品質改善に極めて顕著な効果が認められたの

でその概略を報告する．

なお子実の含油率を分析された農林省食塩研究所東北

支所松岡技官に感謝の恵を表す．

1・試験内容及び圃場条件

試験圃場は開畑後相当経過しており第1表の土壌分析

でもわかるように可成り熟畑化した圃場である．

2・括果および考察

1．生育について

P増施試験の越冬前越冬後の草丈について見るとP及

びN・Kの増施によってやや優る傾向にあるが抽苔期・

第1表，土壌原土分析結果（東北農試土肥分析による）
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開花期・成熟期はPOEを除き大差はなかった．また収

益構成要素すなわち分枝数・莱数・結実数・千粒重につ

いて見ると，N・Kの増施に伴って漸次増加する傾向に

見られるが，Pだけの増量では一定の傾向が見られなか

った．しかし第1図の如く総分枝数・総合収益要素（総分

枝数×莱数×結実数）はP及びN・Kの増施によって明

らかに優る傾向が見受けられる．P残効試験では昭35年

は無肥料栽培であるが，PO区が劣る外各区の差は，生

育収是栴成要素にも見られなかった．

2　1　3　　6　1　5　　8　1　4　　7
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第1図．総分枝数と1枚当り総粒数（稔分
枝数×乗数×1葵粒数）
（昭35．P増施試験）

2．収是について

収量について見ると第2図の如く，総分枚数・総合収

量構成要素と略同一の傾向を示し，P及びN・Kの増施

に伴って明らかに優る傾向を示し，昭35～36年の両年と

争
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第2図．収　益　の　比　較

内　　　容

備 考

①　昭34大麦，昭35ソパについて同じ区の構成でP増施
試験を2区制で行ない，1区をそのままP増施（昭36．
捌巴）1区をP残効（昭36．P増施）試験を行なった．
㊥　供試品種　アサヒナタネ
㊥　Nは硫安，Pは熔成，P過石半々づつ，Kは塩加で
施用した．
④　耕種法は昭35年は移植栽培，昭36年は直播栽培を行
なった．

も標準区に統べ40～10％の増収を示した．

また残効区の収量について見ると，昭35年の無肥料の

場合はPO区が明らかに劣っているが，その他の区は大

差はなかった．しかし昭36年の尉巴の場合はPだけの増

施区が増収が見られ，跡地のP残丑が窺はれる，反面前

年増収の見られたPNK増施区は余り増収が見られなか

った．

3．跡地の土壌分析について

昭35年度だけ分析したのであるが，有効P205は第3

図の如く燐酸施用量と比例的な関係にあり，またN・K

増姑によって若干低下する傾向にある．残劫試験は無肥

料裁培であるから収量調査の結果ではNが制限因子とな

ったため，子実の収量増加は認められなかった．しかし，

跡地の有効P205は増施区より若干低い段階において比

例的な関係が認められ，従って昭36年の標肥栽培ではP

の残効が期待された．

第3図．跡地に有効P205（満土壌）
叩／凰範士100g中1％．クエン酸

次に満吐間の比掛こついてY．を見ると増施区はPO

を挽いて澗（施肥場所）ゐY．が高く，Ex－MgOが多い

傾向にあるが，PO区の満・暁闇の差が少ないことより

見て，過石施用丑による影響と思われる．また残効区で

は逆の傾向に見られるが土壌耕起の際の土壌温和による

ものと思われる．

4．子実分析について

子実の無機成分含有率について見ると第5図の通りで
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第5回．子実のP205・MgOの含有率（昭35）

ある．

すなわちP増施区についてはP205は3P・5Pなど

のP多用の各区が高く，0．8％標肥は0．7％，POは0．5

％程度となっている．また．N・Kの増施によって若干

その含有率が低下するようである．次に残劾区について

はPO191．5N・Ⅹだけが0．6％程度でその外は0．7％

前後を示しやや商いが，増施区に統べ概して低い懐向に

ある．MgOは大体0．4％であるがPO区N・K増施区が

低い傾向にあり，また残効区が増施区に較ペ低い憤向で

P205の場合と同一傾向を示している．次に子男の含

油率についてみると第4回の如く，概して子実のP205

含有率と同一傾向で，かつ正の相関を示し，P205の含

有率が高い程合油率が高まっている．残効の場合も同様

の傾向であ■るが，概してP増施の場合よりも低く．かつ

その差が少ない，

3．括　　　　び

以上黒ボク土壌地帯の燐酸並びに窒素加里の増施によ

る安定収量の増加かつ品質改善に願書であることを考え

るとき，近時深耕大型トラクターの使用が普及している

場合極めて注目すべき問題であると考えられる．

直播栽培における菜種の株立本数と

‥　収量との関係について

安　田　捨　‾己・渡　辺　喜太郎

（宮城県農試）

菜種の直播栽培における生産性の向上は管理作業の省

力化と収量の安定多収化が前提である．

菜種の直播栽培における管理作業として耕起・整地・

播種■・間引き・中耕・除草・刈取等が挙げられる娘間

引き作業を除けばいずれも機械力あるいは除草剤の導入

によっ七それぞれ省力化の方途が考えられる．間引き作

業については機械化が極やて由難で間引き作業を行なう

限りこれが省力化はほとんど不可能に近い．

間引きの精粗は直接収量と関係し，時期の選定ととも

に極めて重要な管理作業であるが直播栽培においては直

接大面積に播種されるので間引き作業は容易でない．

●適正な株立本数め把握が出来れば播種量を調節するこ

とによって無間引・き栽培が可能となるから間引き作業の

省力化が容易に出来る理セあるから．菜種の直播栽培に

おける適正な株立本数を把瞳しようと．して播種量を変え

て昭和35～36年のZカ年に亘り試験した．

その結果株立本数と収量，乗数と収量，株立本数と1

株英数，株立本数と素数の関係について知ることが出来

たのでこれらの関係について報告する．

1．試　験　方　法

こり試験は仙台市原町小田原の宮城県農試本場におい

て実施したものでその内容は第1表の通りである．

2．試験結果と考察

図に示した株立本数は2カ年とも成熟期の調査成覇で

昭和35年度は1区1〃22宛5カ所調査したものの4区の

平均値で，36年度は1区1〝12宛3カ所調査したものの

5区の平均値である．

株立本数と収量との関係は第1周に明らかな如く株立


